
新型コロナウィルス感染症対応に係る政府の支援（ご案内）
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政府が行う各種支援のうち、医療機関の皆様が利用可能な助成金・猶予等をご案内します。

当財団契約の社労士がご相談をお受けいたしますので、ご一報ください。

RIC契約医療機関の相談は無料です。

＊ご案内は、令和3年1月18日現在のものです。最新情報は各公式ホームページ等をご確
認ください。

＊上記メールアドレスをクリックすると当財団HP「ご意見等」メール
フォームに遷移しますので、件名に「助成金」と入力したうえ、必要事
項」を入力して送信してください。

お問合せ・申込み先
時 間 平日10：00～17：00（12:00～13：00を除く）

ＴＥＬ ０３－５６８４－５５１６

ＦＡＸ ０３－５６８４－５５２２

E-mail info@rousai-ric.or.jp

https://www.rousai-ric.or.jp/tabid/548/Default.aspx


① 新型コロナウィルス感染症に係る雇用調整助成金
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厚生労働省

公式HP

対象期間 令和2年4月1日～ 令和3年2月28日

申請期限 支給対象期間の末日の翌日から2か月以内

助成内容

• 休業手当相当額×助成率4/5（中小企業）、2/3（大企業）等を助成。
• 解雇等をせず雇用の維持に努めた中小企業は10/10、大企業3/4。小規模（20名以下）は助成額算定簡略
化あり。

• 助成金日額上限15,000円。

要件 事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図るため労働者を休業させ、休業手当等を支払った場
合が対象。生産指標要件前年同月比▲5％。雇用保険被保険者でない労働者も対象。

＊問合せ先
学校等休業助成金・支援金、雇用調整助成金コールセンター TEL 0120-60-3999（9：00～21：00 土日・祝日含む）
→ 厚生労働省HP「雇用調整助成金」

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
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② 新型コロナウィルス感染症による小学校休業等対応助成金
厚生労働省

公式HP

＊問合せ先
学校等休業助成金・支援金、雇用助成金コールセンター TEL 0120-60-3999（9：00～21：00 土日・祝日含む）
→ 厚生労働省HP 「小学校休業等対応助成金」

対象期間 令和2年2月27日～令和3年3月31日

申請期限 令和3年3月31日（令和2年10～12月分）、令和3年6月30日（令和3年1～3月分）

助成内容
• 有給休暇の賃金相当額×10/10を助成。
• 助成金日額上限15,000円。
• 支援金（フリーランス）日額上限7,500円。

要 件 新型コロナウイルス感染症に関する対応として、子供の世話を保護者として行うことが必要になった労働者に対し、
有給休暇を取得させた事業主が対象。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07_00002.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07_00002.html
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③ 新型コロナウィルス感染症対応休業支援金・給付金
厚生労働省

公式HP

＊問合せ先

•新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金 ☞ 申請について ご案内 （事業主用）申請の記入方法（事業主用）申請書の記入方法

•コールセンター TEL 0120－221－276（月～金8：30～20：00 /土祝日8：30～17：15）

対象期間 令和2年4月1日～令和3年2月28日

申請期限 令和3年3月31日（令和2年10～12月分）、令和3年5月31日（令和3年1～2月分）

助成内容
• 休業前の1日当たり平均賃金×80％×（各月の日数－就労した又は労働者の事情で休んだ日数）。
• 日額上限11,000円。

要 件
新型コロナウイルス感染症及びまん延防止の措置の影響により、休業させられた中小企業の労働者のうち、休業
中に賃金（休業手当）を受けることができなかった労働者が対象。
（事業主は①の雇用調整助成金の活用による雇用維持に努めることとされています。）

https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000646892.pdf
https://www.youtube.com/channel/UCVgZUHlkoN51FOwoNMBGjfw


④ 持続化給付金
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経済産業省（参考）

公式HP

＊ 問合せ先
持続化給付事業 相談窓口 TEL 0120-279-292（土曜日・祝日を除く日曜～金曜日 8：30～19：00）

対象期間 令和2年1月～令和2年12月

申請期限 令和3年1月31日（止むを得ず必要な書類を揃えることができない場合は2月15日まで）

助成内容 • 事業全般に広く使える給付金。
• 法人200万円、個人100万円。

要 件 売上減少分が前年同月比▲50％、大企業を除く。

https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html


⑤ 家賃支援給付金
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経済産業省（参考）

この他、地方自治体において、協力金・助成金、相談窓口の開設、休業等支援（専門家派遣）、緊急融資等の各種支援策が実施されている場合がありますので関連する公式HP等でご確認願います。

公式HP

＊ 問合せ先
家賃支援給付金 コールセンター TEL 0120-653-930（土曜日・祝日を除く平日・日曜日 8：30～19：00）

対象期間 緊急事態宣言の延長以降の最大６ヵ月分

申請期限 令和3年1月15日（止むを得ず必要な書類を揃えることができない場合は1月末日まで）

助成内容

• 5月の緊急事態宣言の延長等により、売上の減少に直面する事業者の事業継続を下支えするため、地代・家賃(賃料）の
負担を軽減する。

• 月額最大 法人 100万円、個人事業者 50万円 × ６ヵ月分
（申請時の直近１ヵ月における支払賃料（月額）に基づき算定した給付額（月額）の６倍）

要 件

①➁③すべてを満たす事業者
①資本金10億円未満の中堅企業、中小企業、小規模事業者等（医療法人含む。）
➁5～12月の売上高について１ヵ月で前年同月比▲50％以上又は、連続する３ヵ月の合計で前年同期比▲30％以上。
③自らの事業のために占有する土地・建物の賃料を支払い。

https://www.meti.go.jp/covid-19/yachin-kyufu/index.html
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厚生労働省 お知らせ

納付猶予の特例
事業に係る収入に相当の減少（前年同期比概ね▲20％以上）があった事業主の方にあっ
ては、申請により、厚生年金保険料等の納付を、１年間猶予することができます。

厚生労働省HP②

厚生年金保険料等

納付猶予の特例
事業に係る収入に相当の減少（前年同期比概ね▲20％以上）があった事業主の方にあって
は、申請により、労働保険料等の納付を、１年間猶予することができます。

労働保険料

厚生労働省HP①

河合智則 オフィスKAWAI代表（前RIC事務局長）

高橋 健 たかはし社会保険労務士事務所 所長

【契約社労士】

⑥ 労働保険料・厚生年金保険料等の猶予について（新型コロナウイルス感染症関連）

https://www.mhlw.go.jp/content/12500000/000626844.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000642836.pdf
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